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衆
議
院
議
員
江
田
憲
司
君
提
出
超
大
企
業
へ
の
不
公
平
な
優
遇
税
制
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。 
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衆
議
院
議
員
江
田
憲
司
君
提
出
超
大
企
業
へ
の
不
公
平
な
優
遇
税
制
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

一
に
つ
い
て 

 
 

御
指
摘
の
「
内
部
留
保
」
に
つ
い
て
は
、
年
次
別
法
人
企
業
統
計
調
査
の
「
利
益
剰
余
金
」
の
金
額
で
み
る
と
、
「
金
融

業
、
保
険
業
を
除
く
」
数
値
で
は
、
令
和
六
年
度
は
約
六
百
三
十
七
・
五
兆
円
で
あ
り
、
対
前
年
度
比
で
約
三
十
六
・
五
兆

円
増
加
し
て
い
る
。
当
該
増
加
は
、
企
業
収
益
の
増
加
傾
向
が
続
い
て
き
た
こ
と
に
よ
る
も
の
と
考
え
ら
れ
、
そ
の
背
景
に

つ
い
て
は
、
内
閣
府
が
令
和
七
年
七
月
二
十
九
日
の
閣
議
に
配
布
し
た
「
令
和
七
年
度
年
次
経
済
財
政
報
告
」
に
お
い
て
、

「
主
と
し
て
、
生
産
効
率
化
も
含
め
た
変
動
費
率
の
低
下
、
人
件
費
等
の
抑
制
、
過
剰
債
務
の
解
消
等
に
よ
る
支
払
利
息
等

の
減
少
と
い
っ
た
企
業
の
コ
ス
ト
カ
ッ
ト
、
ま
た
、
海
外
生
産
の
拡
大
に
伴
う
営
業
外
収
益
の
増
加
に
よ
っ
て
も
た
ら
さ
れ

て
き
た
と
い
え
よ
う
。
」
と
お
示
し
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。 

二
に
つ
い
て 

 
 

御
指
摘
の
「
株
主
配
当
金
」
、
「
経
常
利
益
」
、
「
内
部
留
保
」
、
「
役
員
給
与
」
、
「
従
業
員
給
与
」
及
び
「
設
備
投

資
」
に
つ
い
て
は
、
年
次
別
法
人
企
業
統
計
調
査
に
よ
れ
ば
、
「
資
本
金
十
億
円
以
上
」
の
「
金
融
業
、
保
険
業
を
除
く
」

企
業
に
係
る
数
値
で
は
、
令
和
六
年
度
は
平
成
九
年
度
と
比
べ
て
、
「
配
当
金
」
及
び
「
中
間
配
当
額
」
の
合
計
は
約
九
・



 

２ 

 

七
倍
、
「
経
常
利
益
」
は
約
四
・
五
倍
、
「
利
益
剰
余
金
」
は
約
四
・
一
倍
、
「
役
員
給
与
」
は
約
一
・
〇
倍
、
「
従
業
員

給
与
」
は
約
一
・
一
倍
、
「
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
を
除
く
設
備
投
資
」
は
約
一
・
〇
倍
で
あ
る
。
な
お
、
「
従
業
員
給
与
」
に
係

る
数
値
に
つ
い
て
は
、
平
成
十
八
年
度
以
前
の
「
従
業
員
給
与
」
の
金
額
が
「
従
業
員
賞
与
」
を
含
む
も
の
で
あ
っ
た
た

め
、
令
和
六
年
度
の
「
従
業
員
給
与
」
の
金
額
に
つ
い
て
、
「
従
業
員
賞
与
」
の
金
額
を
加
算
し
て
算
出
し
た
数
値
で
あ

る
。 

 
 

そ
の
上
で
、
お
尋
ね
の
「
こ
こ
ま
で
来
る
と
、
日
本
の
経
営
者
側
に
問
題
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。
」
の
趣
旨
が
必
ず
し

も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
い
ず
れ
に
せ
よ
、
企
業
の
動
向
に
係
る
政
府
の
認
識
に
つ
い
て
は
、
令
和
七
年
十
一
月
十
三
日
の

参
議
院
予
算
委
員
会
に
お
い
て
、
高
市
内
閣
総
理
大
臣
が
「
過
去
三
十
年
間
の
企
業
の
動
向
を
見
ま
す
と
、
リ
ー
マ
ン
・
シ

ョ
ッ
ク
や
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
落
ち
込
み
は
あ
り
な
が
ら
も
、
配
当
金
、
経
常
利
益
は
伸
び
た
一
方
で
、
賃
金
、
設
備
投
資
は

伸
び
悩
ん
で
ま
い
り
ま
し
た
。
こ
の
投
資
が
低
迷
し
て
い
る
背
景
と
し
て
は
、
長
年
の
デ
フ
レ
の
中
で
企
業
部
門
が
コ
ス
ト

カ
ッ
ト
を
行
っ
て
き
た
結
果
、
収
益
の
増
加
に
比
し
て
賃
金
や
将
来
の
成
長
の
た
め
に
必
要
な
投
資
が
抑
制
さ
れ
て
き
た

と
、
そ
の
よ
う
に
考
え
ま
す
。
や
は
り
、
強
い
経
済
を
実
現
す
る
と
い
う
た
め
に
は
、
企
業
が
過
度
に
預
貯
金
を
保
有
す
る

と
い
う
の
で
は
な
く
て
、
設
備
や
人
へ
の
投
資
な
ど
に
効
果
的
に
活
用
す
る
と
い
う
こ
と
を
通
じ
て
労
働
者
へ
の
分
配
を
増



 

３ 

 

や
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
だ
と
考
え
て
お
り
ま
す
。
」
と
答
弁
し
て
い
る
と
お
り
で
あ
る
。 

三
、
四
及
び
七
に
つ
い
て 

 
 

お
尋
ね
に
つ
い
て
は
、
「
法
人
税
の
減
税
」
や
「
法
人
税
の
増
税
」
が
個
別
企
業
の
具
体
的
な
活
動
に
与
え
る
影
響
は
様

々
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
一
概
に
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
が
、
令
和
六
年
十
二
月
二
十
日
に
自
由
民

主
党
及
び
公
明
党
が
取
り
ま
と
め
た
「
令
和
七
年
度
税
制
改
正
大
綱
」
に
お
い
て
は
、
「
二
千
十
年
代
に
、
設
備
投
資
や
雇

用
・
賃
上
げ
の
促
進
、
立
地
競
争
力
の
強
化
を
図
る
た
め
、
法
人
税
率
を
二
十
三
・
二
パ
ー
セ
ン
ト
ま
で
引
き
下
げ
た
（
国

・
地
方
の
実
効
税
率
は
二
十
九
・
七
四
パ
ー
セ
ン
ト
）
。
こ
の
間
、
経
済
界
に
は
、
法
人
税
改
革
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
国
内

投
資
の
拡
大
や
賃
上
げ
を
求
め
て
き
た
が
、
企
業
部
門
で
は
、
収
益
が
拡
大
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
現
預
金
等
が
積
み
上

が
り
続
け
た
。
」
及
び
「
こ
れ
ま
で
現
預
金
を
大
き
く
積
み
上
げ
て
き
た
大
企
業
を
中
心
に
企
業
が
国
内
投
資
や
賃
上
げ
に

機
動
的
に
取
り
組
む
よ
う
、
減
税
措
置
の
実
効
性
を
高
め
る
観
点
か
ら
も
、
レ
ベ
ニ
ュ
ー
・
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
観
点
か
ら
も
、

法
人
税
率
を
引
き
上
げ
つ
つ
タ
ー
ゲ
ッ
ト
を
絞
っ
た
政
策
対
応
を
実
施
す
る
な
ど
、
メ
リ
ハ
リ
の
あ
る
法
人
税
体
系
を
構
築

し
て
い
く
。
」
と
さ
れ
て
い
る
。
今
後
、
与
党
税
制
調
査
会
等
に
お
い
て
も
議
論
が
行
わ
れ
て
い
く
も
の
と
考
え
て
お
り
、

政
府
と
し
て
は
、
当
該
議
論
等
を
踏
ま
え
て
対
応
し
て
い
く
考
え
で
あ
る
。 



 

４ 

 

五
に
つ
い
て 

 
 

お
尋
ね
に
つ
い
て
は
、
令
和
七
年
五
月
十
九
日
の
衆
議
院
決
算
行
政
監
視
委
員
会
に
お
い
て
、
加
藤
財
務
大
臣
（
当
時
）

が
「
租
税
特
別
措
置
等
に
よ
り
大
企
業
の
法
人
税
負
担
率
が
中
小
企
業
に
比
べ
て
低
い
と
い
う
こ
と
だ
ろ
う
と
思
い
ま
す

が
、
政
府
と
し
て
は
、
中
小
企
業
に
対
し
、
軽
減
税
率
の
特
例
、
投
資
減
税
、
賃
上
げ
促
進
税
制
に
お
い
て
大
企
業
を
上
回

る
控
除
率
を
設
け
る
な
ど
、
十
分
な
配
慮
や
政
策
的
な
後
押
し
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
大
企
業
も
中
小
企
業
も
対
象

と
な
る
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
制
度
、
ま
た
外
国
子
会
社
か
ら
受
け
る
配
当
等
の
益
金
不
算
入
制
度
と
い
っ
た
制
度
に

つ
い
て
は
、
実
際
に
適
用
す
る
企
業
に
は
大
企
業
が
多
い
た
め
、
大
企
業
の
負
担
率
が
低
く
見
え
る
と
い
う
面
が
あ
り
ま
す

が
、
こ
れ
ら
は
、
国
際
的
に
も
一
般
的
に
二
重
課
税
を
避
け
る
た
め
の
措
置
で
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら
を
除
い
て
比
較
す
れ

ば
、
必
ず
し
も
大
企
業
の
負
担
率
が
中
小
企
業
よ
り
も
軽
減
さ
れ
る
と
は
言
え
な
い
の
で
は
な
い
か
と
い
う
ふ
う
に
考
え
て

い
る
と
こ
ろ
で
ご
ざ
い
ま
す
。
」
と
答
弁
し
て
い
る
と
お
り
で
あ
る
。 

六
に
つ
い
て 

 
 

お
尋
ね
に
つ
い
て
は
、
令
和
五
年
二
月
十
七
日
の
衆
議
院
財
務
金
融
委
員
会
に
お
い
て
、
鈴
木
財
務
大
臣
（
当
時
）
が

「
法
人
税
の
累
進
税
率
に
つ
き
ま
し
て
は
、
法
人
は
、
自
然
人
で
あ
る
個
人
と
は
異
な
り
、
税
負
担
を
回
避
す
る
た
め
に
会



 

５ 

 

社
分
割
を
行
う
可
能
性
も
あ
る
こ
と
、
法
人
税
制
は
、
企
業
の
規
模
、
形
態
に
対
し
て
中
立
的
で
あ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
こ

と
な
ど
か
ら
、
累
進
課
税
で
は
な
く
単
一
税
率
を
採
用
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。
・
・
・
法
人
に
対
す
る
累
進
税
率

の
適
用
に
は
課
題
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
、
そ
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
」
と
答
弁
し
た
と
お
り
で
あ
る
。 


